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に関する政令（昭和 32年 11月 21日政令第 325号）1条は、原子力基本法 3条 2
号の「核燃料物質」について、「ウラン 235のウラン 238に対する比率が天然の混
合率であるウラン及びその化合物」（同条 1号）、「ウラン 235のウラン 238に対す
る比率が天然の混合率に達しないウラン及びその化合物」（同条 2号）、「トリウム
及びその化合物」（同条 3号）、「前 3号の物質の 1又は 2以上を含む物質で原子炉
において燃料として使用できるもの」（同条 4号）、「ウラン 235のウラン 238に対
する比率が天然の混合率をこえるウラン及びその化合物」（同条 5号）、「プルトニ
ウム及びその化合物」（同条 6号）、「ウラン 233及びその化合物」（同条 7号）及び
















位体濃度が 100分の 80を超えるものを除く。）、ウラン 233、ウラン 235のウラン
238に対する比率が天然の混合率を超えるウランその他の政令で定める核燃料物質
をいう」と規定している。また、核燃料物質の使用等に関する規則（昭和 32年 12
月 9日総理府令第 84号）1条 2項 1号は、「放射線」について「原子力基本法（昭
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要性も認識されてきた。その結果、従前の前払式証票の規制等に関する法律が廃
止され、関連法令を一本化する資金決済に関する法律（平成 21年 6月 24日法律















































































































































































































































































































































③アメーバ(84) 、鞭毛虫(85) 、繊毛虫(86) 、ワムシ(87) 等のような極めて微
細でその構造を正確に観察するためには電子顕微鏡を用いる必要のあるもの
（主として原生生物）など
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占的な植生を形成してしまうようなタイプの植物がある。例えば、セイタカアワダ

























































































































































































































































































































(3)放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（昭和 32年 6月 10日法律第 167
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紀事 80巻 3号 341～345頁、蘭道生・石沢修一「ガンマーフィールド内土壌の微生物フ












































































































Frage, ob die Erde veralte, physikalisch erwogen）」を著し、地球の自転運動による
物理的影響についての考察結果を書き残している。
(23)「大山鳴動して鼠一匹」は、古代ローマ時代のホラティウス（紀元前 65～8年ころ）によ
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おける後期新生代の火成活動史」地球科學 63巻 5号 269～288頁、小原一成「フィリピ





























































流」日本地すべり学会誌 45巻 2号 155～156頁、吉田英嗣「磐梯火山・翁島岩屑なだれ
を生じた山体崩壊量の再検討：1888年の崩壊との比較」地形 34巻 1号 1～19頁、髙清
水康博「北海道の津波堆積物研究の現状と課題―17世紀巨大津波による堆積物の研究を
中心に」地質学雑誌 119巻 9号 599～612頁、八木浩司・井口隆「1704年羽後・津軽地











償請求を認容した事例として横浜地方裁判所小田原支部平成 15年 4月 17日判決・裁判
所サイト（同地裁平成 6年（ワ）522号損害賠償請求事件）がある。
(35)下河敏彦・稲垣秀輝「2011年東北地方太平洋沖地震による液状化発生地点の地形・地質




群の形成」地球科學 64巻 4号 149～158頁が参考になる。
(36)水害訴訟関連の論文としては、国井和郎「改修河川の管理瑕疵の判断基準–多摩川水害訴




明治大学　法律論叢 87巻 6号：責了 book.tex page160 2015/03/10 11:44
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ニル（Enlil and Ninlil）」であり、George Aaron Barton, Miscellaneous Babylonian








年 12月 26日発生）の際には、地軸が約 2cm移動したとされている。地軸の物理的な変
160
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動とは別に、地球の磁極の移動が存在することも知られている（Richard A. Lovett「中


























285頁）。なお、仮植中の樹木（桑苗）については動産とする大審院大正 10年 8月 10日
判決・民録 27輯 1480頁（民抄録 93巻 23552頁）があるが、土地に生えている樹木に
根回しをしただけの状態にある場合、その樹木は、土地の付着物であるとする大審院判











































植物の生態〉』（インツール・システム、2011）、Veste Maik, Littmann Thomas「砂丘
の地表面を覆う生物と露および地理的環境との密接な関係―イスラエルのネジェブ北西を






Ailijiang・岩永史子・村田直樹・村田直樹・原 菜那・西澤 誠・松尾 奈緒子・YUNUS
Qiman・山中典和「中国新疆ウイグル自治区トルファン内アイディン湖周辺に生育する










































Mohamed Behnassi, Margaret Syomiti Muteng’e, Gopichandran Ramachandran,
Kirit N. Shelat (eds.), Vulnerability of Agriculture, Water, and Fisheries to Climate
Change - Toward Sustainable Adaptation Strategies, Springer, 2014、ウィリアム・
ダビン（矢内純太・舟川晋也・真常仁志・森塚直樹訳）『土壌学入門』（古今書院、2009）、



























(71)この関連では、Eldor A. Paul (ed.), Soil Microbiology, Ecology and Biochemistry (4th
Edition), Academic Press, 2014、John Dighton, Jennifer Adams Krumins (ed.),
Interactions in Soil - Promoting Plant Growth, Springer, 2014, pp. 163–180、S.
Astier, J. Albouy, Y. Maury, C. Robaglia, H. Lecoq, Principles of Plant Virology -
Genome, Pathogenicity, Virus Ecology, Science Pub Inc, 2007、木村眞人「水田土壌




























肥料學雜誌 73巻 1号 33～39頁、切替眞智子・波多野隆介「ミミズが森林土壌表層の硝





















「原生生物や線虫からみた土壌生態系の解明と活用」日本土壌肥料學雜誌 80巻 2号 201
～206頁、渡邊貴由・増村弘明・紀岡雄三・野口勝憲「線虫を捕捉・寄生する糸状菌の紹























物 42号 31～41頁、嶋谷智佳子・橋本知義「土壌繊毛虫 1個体からのDNA抽出法とそ
れを用いた系統分類」日本土壌肥料學雜誌 80巻 2号 157～160頁が参考になる。
(88)西尾道徳『土壌微生物の基礎知識』（農山漁村文化協会、1989）、堀越孝雄・二井一禎編
『土壌微生物生態学』（朝倉書店、2003）が参考になる。
(89) Dennis C. Gross, Ann Lichens-Park, Chittaranjan Kole (eds.), Genomics of Plant-
Associated Bacteria, Springer, 2014、東京大学生命科学教科書編集委員会編『生命科
学（改訂第 3版）』（羊土社、2014）53～55頁、前掲『土壌微生物生態学』151～165頁、
酒井順子・早津雅仁・藤井毅「農耕地土壌における細菌、真核生物および古細菌の rDNA
存在比の推定：古細菌 rDNA存在比に及ぼす土壌環境要因の解析」土と微生物 66巻 2号
63～69頁が参考になる。
(90)前掲『土壌微生物の基礎知識』46～47頁









日本菌学会会報 50巻 1号 21～42頁、谷亀高広「ラン科植物の菌根共生系解明に関する
研究」日本菌学会会報 52巻 1号 11～18頁が詳しい。
(96)従来はラフレシア科に分類されていたが、DNA解析の結果、ツツジ目に属する植
物であることが判明した。この点については、Daniel L. Nickrent, Albert Blarer,
Yin-Long Qiu, Romina Vidal-Russel, Frank E. Anderson, Phylogenetic inference
in Rafflesiales: the influence of rate heterogeneity and horizontal gene transfer,






(98) Rhizanthella slateri、Rhizanthella omissa、Rhizanthella gardneriの 3種が知られて
いる。この属のラン科植物については、Andrew Brown, Andrew Batty, Mark Brundrett
& Kingsley Dixon, Underground orchid (Rhizanthella gardneri) Interim Recovery
Plan 2003–2008, Department of Conservation and Land Management, WA, 2003、
Etinne Dlannoy, Sota Fujii, Catherine Colas des Drancs-Small, Mark Brundrett,
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Ian Small, Rampant Gene Loss in the Underground Orchid Rhizanthella gardneri








構造に及ぼす影響解析」Journal of Japan Society on Water Environment 37(2), 15–
28, 2014、Inoguchi Masahiko, Ogawa Satoshi, Furukawa Sanae, Kondo Hirokiyo,
Production of an Allelopathic Polyacetylene in Hairy Root Cultures of Goldenrod























































occidentale）、イノコズチ（Achyranthes bidentata var. japonica）、ヌスビトハギ















































































(124) フランス民法 520条 1項は、「根によって土地に附着する収穫物及び収取前の樹木の果
実は、等しく不動産とする（Les re´coltes pendantes par les racines et les fruits des
























774–775年、993–994年の宇宙線強度異常」日本物理學會誌 69巻 2号 93～97頁、柴
山元彦・平岡由次・池田正「淡路島の地表γ線量率と地質」大阪教育大学紀要第Ⅲ部門














































































（四）―電子計算機詐欺に関する比較法的検討―」法律論叢 86巻 1号 61～110頁の中
でも示唆した。
(141) 本論文は、文部科学省私立大学戦略的研究基盤形成支援事業（平成 23年～平成 27年
度）による研究成果の一部である。
［正誤］
「艸―財産権としての植物⑴」に「魏志」とあるところは全て「魏書」と訂正する。
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